
事業開始時（平成１９年度） 事業再評価時（平成２４年度）

・本緑地を計画している大正区鶴浜地区において
は、鉄鋼、木材を取扱う貨物船埠頭として計画さ
れていたが、平成９年に周辺ニーズに併せて交流
拠点用地、都市機能用地、港湾関連用地、緑地等
を含む新たな土地利用計画が策定された。
また、平成１７年には、土地利用の具体化に伴

い、臨港交通施設、港湾環境整備施設の港湾計画
の一部変更を行っている。

・また、防災緑地として、近隣に耐震岸壁を備え、
大規模地震時においての緊急物資の集積、配送拠
点、臨時のヘリ離着陸空間の提供など、救援、復

・現在、土地利用の具体化に伴い、道路や供給処
理などのインフラ整備を進めており、平成２０年
度にはこの地区の集客や賑わいの核となる商業施
設がオープンしたことで鶴浜地区での集客数が増
加した。

・また、集客数が増加したことにより、市民の憩
いの場としてうるおいのある空間形成を図るた
め、緑地整備の必要性は高まっている。

社会経済情勢の変化

点、臨時のヘリ離着陸空間の提供など、救援、復
旧活動を担う拠点整備を進める。

・大正区全体の活性化の核となる鶴浜地区の開発
は、地域住民からの陳情書や署名が出されるなど
期待が非常に高まっている。

・鶴浜緑地は、ウォーターフロントの開放によりアメニティあふれる水辺空間を活用した親水緑地を計画しており、緑の拠
点となる憩いのある空間、海と親しみ、ふれあえる場として整備を行うため、必要な事業である。
・さらに、大阪港港湾計画において、防災緑地として位置付けられており、大阪市地域防災計画では、大阪港港湾計画に基
づき耐震強化岸壁から輸送される緊急物資の一時保管場所や荷捌き等の災害応急対策活動に資する緑地として位置付けられ
ているため、必要な事業である。
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○港湾局が整備・管理している臨港緑地の事業再評価にあたっては、「港湾整備事業の費用対効果分析
マニュアル」（国土交通省港湾局の指針に依拠）に基づき、「市民へのアンケート調査」により消費者
余剰及び支払意志額を算出し、費用便益比を求めてきた。

○一方、ゆとりとみどり振興局が整備・管理している都市公園については、「大規模公園費用対効果分
析手法マニュアル」 （国土交通省都市・地域整備局）等において、公園整備を行った場合と行わなかっ
た場合の周辺世帯の持つ望ましさ（効用）の違いを貨幣換算により算出し、費用便益比を求めている。

○港湾局が所管する道路や緑地などの都市基盤施設については、効率的かつ効果的な維持管理及び市民
サービスの向上を目的として、これまでから建設局ならびにゆとりとみどり振興局による一元管理を目指した取
り組みを進めている。

事業効果

費用便益分析について

１． 費用対効果分析方法の変更について

り組みを進めている。

○こうした中、大阪府・大阪市で構成する「大阪府市統合本部」で、港湾事業は「新港務局」を設立し、
府市の港湾管理者を統合する基本的方向性が示された。この中で、緑地を含む都市基盤施設等について
は、引き続き地方公共団体が担う事務として府市の各部局などで、効率的な執行体制のもと実施すると
している。

○以上のことから、本年度対象事業の「鶴浜緑地整備事業」及び「南港南ふ頭緑地整備事業」の事業再
評価にあたっては、都市公園で採用している「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」に基づき費
用便益比を求めることとする。
（国庫補助事業であった緑地整備事業は、平成22年度より交付金事業となったことから、費用便益比の
算出方法について地方公共団体で判断できる旨、国土交通省に確認済み）
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②「便益の計測」及び「計測手法」

２． 「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」の比較

事業効果

費用便益分析について
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○類似項目を以下のとおりと考える。

・港湾来訪者の交流機会の増加
＜パブリックアクセス＞
・港湾就労者の就労環境の改善
＜休息＞
・港湾旅客の利用環境の改善
＜休息＞

・災害時の避難地確保
・災害時の救援活動の場の確保
・復旧、復興の拠点の確保

・港湾周辺地域環境の改善
＜緩衝、修景＞
・生態系及び自然環境の改善 ・教育の場の提供
＜エコ＞ ・動植物の生息、生育環境の保存

・災害時の被害の軽減
＜防災、避難＞

・季節感を享受できる景観の提供

・心理的な潤いの提供

・心理的な潤いの提供

・レクリエーションの場の提供

＝

＝

＝

＝

＝

＝
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②「便益の計測」及び「計測手法」

２． 「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」の比較

事業効果

費用便益分析について
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○「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル」については、支払意志額及び消費者余剰の計測方法は、CVM（仮想的市
場評価法）、TCM（旅行費用法）を用いるとされている。

○「大規模公園費用対効果分析手法マニュアル」については、上記５通りの計測手法が存在し、 「港湾整備事業の費用
対効果分析マニュアル」と同様の計測手法も含まれた上で、旅行費用法及び効用関数法を用いて便益を計算することに
なっているため、港湾緑地においても同様の計測手法が用いることができると考える。
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定量的効果

費用便益分析について

３． 分析について
①費用便益分析の基本的な考え方

・費用便益分析は、総費用に対する総便益の比率を評価尺度とする。
・費用は、整備費と、維管理費を計測する。
・便益は、以下の２つの価値を計測する。
｢直接利用価値｣＝健康促進やレクリエーションの場や教育の場の提供など
直接的に緑地を利用することによって生ずる価値
｢間接利用価値｣＝都市の環境や景観の保全、都市防災など間接的に緑地を
利用することによって生ずる価値

②計測の前提

・計測する期間は、５０年間とする。
・計測された費用及び便益の金額は、現在の価値に換算する。このため、
割引率４％を用いて換算を行う。
・緑地整備による価値の計測手法は、以下の２つの手法による。
「旅行費用法」：需要推計モデルをもとに、緑地までの旅行費用(運賃+
時間価値)を利用して消費者余剰を推計することで、緑地の直接利用価値
を計測する。

対象緑地のデータ整理 用地費の算出

競合緑地のデータ整理 施設費の算出

誘致圏のデータ整理 維持管理費の算出

【直接利用価値】
・データに基づき対象緑地と競

合緑地の需要関数を作成する。

・需要関数に旅行費用を変数と

して与え、ゾーン別年代別の消

費者余剰を算出する。

・全ゾーンの消費者余剰を総和

して、直接利用価値の単年度便
益額を算出する。

【間接利用価値】
・データに基づき対象緑地と競

合緑地の効用関数を作成する。

・対象緑地がある場合と無い場

合の満足度の差から、世帯あた

りの便益額を算出する。

・世帯あたりの便益額に誘致圏

の世帯数を乗じて間接利用価値
の単年度便益額を算出する。

各年度の費用の算出

総便益の算出 総費用の算出

を計測する。
「効用関数法」：緑地整備を実施した場合としなかった場合の周辺世帯
の望ましさ(効用)の違いを算出して、緑地の間接利用価値を計測する。

③費用の算定

・整備費は、用地費と施設費とする。
・維持管理費は、現在供用中の面積が同程度の緑地から流用する。

④便益の算定

〇直接利用の計測方針
・公園整備内容の違いを反映する。
・周辺地域の公園整備状況や地域特性に応じて需要を導出する。
・世代別に需要を導出する
〇上記の方針に基づく需要推計モデルを用い、誘致圏内の利用者の消費者
余剰の総和を算出し、直接利用価値とする。

〇間接利用価値の計測方針
・公園の整備内容の違いの考慮は最小限とする。
・公園の価値は世帯ベースで計測する。
〇対象公園からの距離に応じた世帯満足度を推計する効用関数を用いて、
周辺世帯の支払い意思額の総和を算出し、間接利用価値を計測する。

　※割引率により換算

計測期間の総便益を算出 計測期間の総費用を算出

総便益/総費用＝Ｂ/Ｃ

益額を算出する。 の単年度便益額を算出する。

合計して単年度便益額を算出

各年度の便益額の現在価値を算出
各年度の費用の現在価値を算

出
※割引率により換算

図：費用便益分析の算定フロー
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定量的効果

費用便益分析について

４． 算出について
①算出の前提条件

・プロジェクトライフ
平成３７年度から平成８６年度までの５０年間
・誘致圏
大阪市全域

大阪市全域

③競合公園データ

次の条件を満たす 公園を競合公園に設定した。
・現在供用中の面積約5ha以上の緑地
・広域的な利用が見込まれる緑地
・誘致圏からの利用が見込まれる緑地

②評価対象緑地データ

供用開始予定年度 平成３７年度

公園種別 都市緑地

公園面積 ６．４ｈａ

整備費 １２億円

維持管理費 ０．１４億円/年

④費用便益分析結果

※対象緑地から上記のように５km圏と１０km圏を表すと、概ね大阪市全域
が含まれる。また、本マニュアルに「利用者の漏れが生じないように、あ
る程度広めに設定することが必要」との記載があるため、大阪市全域（１
０km圏）を誘致圏とする。

対象緑地

5Km 10Km

④費用便益分析結果

総便益算定 単位：億円

便益合計

2,061 用地費 施設費 維持管理費

39 11 7

総便益

920 用地費 施設費 維持管理費

97 16 4 117

総費用算定

費用合計

費用の現在価値
総費用

総便益／総費用＝920/117=7.86

×割引率
×割引率
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事業の進捗状況、今後の進捗の見込み

進捗率の推移（単位：％） 残事業の内容

・緑地整備（約６４，０００㎡）

▽園路、植栽、オープンスペース、照明施設、便所、
▽魚釣り開放区域

▽残事業費約９．４億円

今後のスケジュール

・平成２４年度 緑地整備
平成２５年度 一部供用開始（１２，３８０㎡）
・平成２６年度迄 北側西部分整備（１５，６２０㎡）
・平成３１年度迄 北側東部分整備（２７，０００㎡）
・平成３６年度迄 南側整備（９，０００㎡）

6
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H19 H20 H21 H22 H23 H24

(要求)

H25

(予算) ・平成３６年度迄 南側整備（９，０００㎡）

事業が遅延した要因とその状況

・本市の近年の財政状況が厳しいなか、平成１８年度からの港
湾局長マニフェストによる事業の選択と集中において他事業に
優先して財源を投入し、また、平成２３，２４年度の港湾局運
営方針での重点的に取り組む主な経営課題を実施していくなか
で、本事業を限定的に実施しているため、完了予定年度が延伸
している。

・港湾局運営方針での重点的に取り組む主な経営課題を
実施していくなかで、必要となる事業費確保に努め、限
定的な実施としながらも平成３６年度を目途に完成を目
指す。

対応と解消の目途及びその根拠

(要求)(予算)

事業採択時の想定進捗率 実際の進捗率
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事業費の見込み

局運営方針等による本事業の位置づけ

・平成２４年度港湾局運営方針において、重点的に取り組む主な戦略として、①国際コンテナ戦略港湾の実現、②ハード整備・ソフト対策が充実
した防災・減災体制の確立（防潮堤の耐震補強・防潮扉の電動化・集中管理システムの改良・橋梁の耐震化・大阪港地震、津波アクションプラ
ン）、③施設の適切な維持管理の充実、④企業誘致と都市基盤の充実、⑤国内外からの観光客を呼び込む施策の強化の５つとしており、本事業の
重点化の位置付けはない。

(参考)・大阪都市圏、西日本の物流を支える拠点港湾の形成、国際競争力の強化(港の成長力の強化)の実現
①阪神港として国際コンテナ戦略港湾に選定されたことを契機に、大阪港の国際競争力強化を図り、日本の産業の国際競争力の強化を支援する

とともに、集荷、創荷、港湾経営主体の確立に積極的に取組み、関西経済の活性化に寄与する。
・災害に強く、安全で使いやすい港の実現
②東日本大震災を受けて、「大阪市総合対策本部 震災対策部会」において大阪市の使命として「住民の命を守るのは基礎自治体」であると認

識している。この使命を果たすため、今後もハード整備として、主要な港湾施設の耐震化を実施するとともに、「大阪港地震・津波対策アクショ
ンプラン」に基づくアクション項目を着実に実施することで、防災保安体制の強化等のソフト対策を引き続き推進していき、関係機関・港湾関連
事業者・地域住民と連携した防災・減災体制を確立する。
③安全で使いやすい港湾施設を維持するため、予防保全型の適切な維持管理を実施する。

・臨海地域の活性化
④大阪経済の活性化、雇用の創出など産業振興に資するため、埋立地の有効活用を図る。
⑤集客・交流施設の連携を図るとともに、アジアをはじめ国内外からの集客・観光交流拠点としての魅力を高め、国内外からの観光客を呼び込

・本市の近年の財政状況が厳しく、また、重点的に取り組む主
な戦略としての位置づけもないことから本事業に財源を投入出
来る見込みは未定である。

緑地整備事業費の見込み（単位：億円）

0.2

0.76

1.131.18

0.490.54

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

平成19年度平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度

(予算)

緑地整備事業

⑤集客・交流施設の連携を図るとともに、アジアをはじめ国内外からの集客・観光交流拠点としての魅力を高め、国内外からの観光客を呼び込
む。
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局運営方針に照らした事業の位置付け

事業の選択と集中の考え方

・重点化の位置付けはない。

15

事業の選択と集中の考え方

・緑地整備事業の選択と集中の考え方については、

○港湾計画に防災緑地として位置付けのある緑地

○地域周辺の開発と併せて整備を行う緑地

に予算を集中配分するものとしている。

※当事業は防災緑地として位置付け有り



事業が遅れることによる影響

事業が遅延する理由

・本市の近年の財政状況が厳しいなか、平成１８年度からの港湾局長マニフェストによる事業の選択と集中において他事
業に優先して財源を投入し、また、平成２３，２４年度の港湾局運営方針での重点的に取り組む主な経営課題を実施して
いくなかで、本事業を限定的に実施しているため、完了予定年度が延伸している。

事業が遅延することで発生が想定される課題 課題への対応

（事業者の視点）
・防災緑地として必要とされるオープンスペースは確
保できている。

（利用者の視点）
・ウォーターフロントを開放したアメニティあふれる
水辺空間としての親水緑地機能を市民に提供すること
ができない。

・港湾局運営方針において重点的に取り組む主な課題
は「物流を支える拠点港湾の形成、国際競争力の強
化」であり本事業の位置付けはなく、また、本市の近
年の財政状況が厳しいことから、限定的な実施ではあ
るが整備を行い、整備完了箇所より随時部分供用開始
していく。
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防災緑地位置図

耐震強化岸壁の緊急物資等の一時保管、荷捌き等
として利用可能なオープンスペースを確保する。

地区 名称 対応する耐震強化岸壁
此花地区 ①此花西部臨港緑地 (1)北港岸壁
港　地区 ②築港地区 (2)安治川第1号岸壁
大正地区 ③鶴浜緑地 (3)鶴町岸壁

④南港北緑地 (4)R1･2岸壁
⑤フェリー前臨港緑地等 (5)A,F7岸壁

耐震強化岸壁に対応したオープンスペース

南港地区
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緑地の事業費と進捗率の推移

・本緑地は、平成１９年度より事業着手し、随時整備を実施しており、平成２５年度に約１．２ｈａの供用を行う。
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